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I. 次の文章の     に当てはまる語句を答えなさい． 

(a.) 税とは政府による合法的な財産権の侵害であるから，どのように税制を設計するかは

基本的に法律で定められなければならない．その際に指針となる考え方が課税原則や租

税原則と呼ばれるものである．古典的な 2 つの課税原則はよく知られている．ひとつは，

税を政府サービスに対する料金と見る見方で，  1  と呼ばれる．いまひとつは，「負

担できるものが負担する」という原則であり，  2  と呼ばれる．  1  に従え

ば，政府支出と租税配分額を同時に決定しやすくなるが，そのかわりに所得再分配機能

や経済の安定化機能がうまく果たせなくなる可能性がある．  2  に従えば，税の強

制力が強調されるので政府は所得再分配機能や経済の安定化機能をうまく果たすことが

できる一方で，なにが「負担」であるかが明確であればうまく税制が設計されないし，

政府の支出についての規範は示されない． 

国税収入の内訳を見てみると、  3  税が 3 割ていど、  4  税と  5  税

がそれぞれ 2 割ていどのシェアを占めており、1989 年の導入以来  5  税の比重が高

まっているとはいえ、  6  税のほうが税収は多い。地方税についてみると、都道府

県では住民税と  7  税がそれぞれ税収の 4 分の 1 ほどを占め、市町村では住民税が

40%、  8  税が 45%ほどのシェアを占めている。  8  税のシェアが高いこと

は、  1  を反映している。 

  6  税とは、法律上の納税義務者が担税者と同一となることが予定されている税

であり、  3  税がその代表的なものである。他方、法律上の納税義務者が課税分を

価格に転嫁することが予定され、最終的な購入者が担税者となることが予定されている

税を  9  税と呼び、代表的なものとして一般  5  税を考えることができる。

一般  5  税の負担がすべて買い手に転嫁されるとき、労働供給・消費に与える効果

は、労働  3  税でも一般  5  税でも、双方が単純な比例税である限りにおい

て等しい。 

税収の使途が限定されている税を  10  税と呼び、そうでない税を  11  税

と呼ぶ。たとえば環境税は、税を課すことによって環境に負荷がかかる財の消費を抑制

するという目的をもっているが、だからといって  10  税とは限らない。たとえば、

東京都杉並区のすぎなみ環境目的税は、レジ袋の消費を減らすという目的を持ち、また

税収の使途を環境の保全に係る施策に要する費用に限定しているので、  12  税で

ある。なお、すぎなみ環境目的税は、  13  法にリストアップされていない税であ

り、  14  税の一種である。 

 

持ち込み一切不可 



(b.) 現在の日本で政府支出に占める社会保障関係費の比率はかなり大きい．社会保障は，

憲法 25 条がいうところの「  15  で  16  な  17  の生活」を政府が保障

するための仕組みである．日本の社会保障制度はおもに、福祉・医療・年金からなる。

生活保護制度は福祉のひとつとして位置づけられる。近年では、被生活保護率は上昇傾

向にあり、個人の保護率は  18  %程度である。日本の医療制度は WHO の 2000 年

版世界保健報告において第 1 位の評価を得るなど、世界から高い評価を受けている。国

民皆保険制度を採っているものの、職域や地域によって加入する制度が異なり、おもに

大企業の被用者は職場単位などで形成される  19  に加入しているし、中小企業の

被用者は政府が保険者である  20  に加入している。また、公務員や私学の教職員

は共済組合に加入していることが多い。公的年金も職域によって加入する制度が異なる。

日本の年金制度は 3 階建てあるいは 4 階建てといわれ、の基礎年金部分である国民年金

は共通であるが、2 階部分については、自営業者は  21  に、公務員などを除く一般

被用者は  22  に加入することになっている。日本の公的年金では、現役世代の支

払った保険料のかなりの部分はそのまま引退世代の保険金として給付される。現役世代

の保険料がそのまま引退世代の保険金となるような財政方式は  23  方式、保険料

が運用されて引退世代になったときの保険金となるような財政方式は  24  方式と

呼ばれるが、日本の場合はその中間と考えることができ、修正  24  方式と呼ばれ

る。ただし、実質的にはほとんど  23  方式である。公的年金制度では、ほとんど

のばあい、運用成績によって保険金が異なる確定拠出ではなく、給付額があらかじめ決

まっている  25  で給付が行われる。 

 

II. 次のうちからふたつを選んで答えなさい．回答には、どれを選んだかを明記すること。 

a.) 最適課税論で論じられる「ラムゼイ・ルール」は「効率と公平のトレードオフ」をも

たらすといわれる。それはなぜか説明しなさい。なおその際、「ラムゼイ・ルール」

「効率と公平のトレードオフ」とはなにかを明らかにすること。 

b.) 「環境税の二重の配当」とはなにか、説明しなさい。 

c.) 現在の日本の公的年金制度は「世代間の不公平」をもたらす、と言われることがある。

このばあいの「世代間の不公平」とはどういうことか、日本の公的年金制度の財政

方式について言及しつつ、説明しなさい。 


